別紙２（第１号様式関係）

令和８年度青森県外国人介護人材受入支援事業計画書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助事業者（法人）名　　　　　　　　　　　　　　　
　１．基本情報
	介護施設等名
	

	事業所番号
	

	介護施設等所在地
	

	サービス種別
	



２．事業内容
	外国人介護人材（介護職員）数

	
	合計
	内訳

	
	
	EPA
	介護
	技能実習
	特定技能

	令和７年度の最大就労人数　
Ａ
	人
	人
	人
	人
	人

	令和８年３月３１日現在の就労人数　 Ｂ
	人
	人
	人
	人
	人

	令和８年度中に受け入れる人数　　　 Ｃ
	人
	人
	人
	人
	人

	※人数の算定の留意事項
【Ａ・Ｂ欄】
　・Ａ欄の最大就労人数とは、令和７年４月１日から令和８年３月３１日の間において、外国人介護職員が就労している数が最も多い日の人数となります。
・別紙４の外国人介護人材雇用者名簿と整合性を図ってください。
　・カウント対象の在留資格は、ＥＰＡ、介護、技能実習、特定技能です。
　・他法人からの受入は、人数にカウントしてください。
　・同一法人内で、他の介護事業所からの異動は、いずれかの事業所でカウントし、重複カウントはしないでください。
　【Ｃ欄】
　・令和８年４月１日から令和９年３月３１日の間に介護施設等で就労を開始する人数を記載してください。

	補助対象人数　　　
（Ｂ＋Ｃ）－Ａ　　　　　　　　人…①　　　　　　　　　　
①のうち、（※）補助対象人数　　　　　　人…②

（※）補助の対象は、介護施設等での就労開始日が令和８年度中であって、かつ、令和８年度中に支払い予定（済）の補助対象経費がある場合に限ります。





３.補助の対象となる外国人介護人材（②の全員分記載）
	　【１人目】

	監理団体・登録支援機関等名称、所在地
	名称：
所在地：

	氏名・生年月日
	氏名　　　　　　　　　　　　　　　　生年月日

	国籍・在留資格
	国籍　　　　　　　　　　　　　　　　在留資格

	雇用契約締結日
	

	入国年月日
	

	介護施設等での就労開始日
	

	令和８年度中に支払い予定の補助対象経費の有無
	

	　【２人目】

	監理団体・登録支援機関等名称、所在地
	名称：
所在地：

	氏名・生年月日
	氏名　　　　　　　　　　　　　　　　生年月日

	国籍・在留資格
	国籍　　　　　　　　　　　　　　　　在留資格

	雇用契約締結日
	

	入国年月日
	

	介護施設等での就労開始日
	

	令和８年度中に支払い予定の補助対象経費の有無
	



※雇用予定の場合は、雇用スケジュール等がわかる雇用計画書（任意様式）を添付してください。
※雇用が決まっている場合は、雇用契約書や内定通知書等を添付してください。
※補助の対象となる外国人介護人材が、３人以上となる場合は、欄を追加して記入してください。
※本様式は、補助を受ける介護施設等ごとに作成してください。

